
ア 「保育所の入所等の選考の際における母子家庭等の取扱いについ

」（ ） 、て 平成１５年３月３１日雇児発第０３３１０１１号 において

保育所に入所する児童を選考する際の母子家庭等の優先的な取扱い

等についての具体的な取扱いをお示ししているところであるが、当

該通知の内容について、改めてご了知願いたい。

なお、昨今、ＤＶ被害の深刻化が問題となっているが、ＤＶ被害

者の児童の保育所への入所については 父母等が離婚調停中など 母、 「

子家庭等」とは認められない場合であっても、当該被害者や児童等

の状況を総合的に勘案した上で、児童福祉の観点から特に必要と認

められる場合には優先的に取り扱うなど、各自治体において適切な

ご配慮をお願いしたい。

イ 平成１６年に児童虐待の防止等に関する法律が改正され、同法に

おいて、児童福祉法第２４条第３項の規定により、保育所に入所す

る児童を選考する場合には、児童虐待の防止に寄与するため、特別

の支援を要する家庭の福祉に配慮しなければならないことが規定さ

れたところである。この具体的な取扱いについては 「特別の支援、

を要する家庭の児童の保育所入所における取扱い等について （平」

成１６年８月１３日雇児発第０８１３００３号）においてお示しし

ているとおりであり、当該通知の内容について、改めてご了知願い

たい。

なお、認定こども園制度においては、認定こども園である私立保育

所（私立認定保育所）の利用は、利用者と施設との直接契約によるこ

ととしているところである。

私立認定保育所が入所する子どもを選考する際は、法施行課長通知

においてお示ししているとおり、こうした母子家庭等や児童虐待防止

の観点から特別の支援を要する家庭に配慮しなければならないことと

しており、各自治体におかれては、十分にご留意願いたい。

（３）保育所の費用徴収制度の取扱いについて

保育料については、児童福祉法第５６条第３項の規定に基づき、保育

の実施に要する費用を扶養義務者等から徴収した場合における家計に与

える影響を考慮して市町村長が定めることとしており、保育料の徴収基

準となる課税額の階層区分の認定に関する「保育所の費用徴収制度の取

扱いについて （平成７年３月３１日児企第１６号）により、世帯の負」

担能力に著しい変動が生じ、費用負担が困難であると市町村長が認めた

場合は、当該年の課税額を推定し階層区分の変更を行っても差し支えな
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